
　 　労働 者派遣法
　　２６条の１項 １号 政令２６業務にあたらない、教育などの

従事する業務の契約 業務に従事させていたので 、派遣労働者が
内容の明示 従事する契約内容と違う業務をさせていた
　　２６条の１項 ３号 就業条件明示書に記載された指揮命令者

派遣労働者を指揮命 が実際とかい離していた
令する者に関する事項

　　　　４０条 ２項 業務内容を派遣期間の制限のないソフト開発
派遣可能期間（原則１年 など政令 ２６業務と偽装して ８年５ヶ月も就労さ

最大３年）を超えて役務の せたうえ、契約を解除した。３年を経た時点で
提供を受けてはならない 派遣先が直接雇用する義務が発生していた
　　４２条の１項 ４号

派遣先として派遣先
管理台帳に記載すべき

業務の種類
　　　４２条 ３項 正確な記載及び派遣元事業主への通知を
派遣就業内容に関して

派遣先管理台帳を作成
して派遣元に通知する

怠っていた

　 　 　 　労働局に 申告 した違反 内容

正確な記載を怠っていた

東京都港区三田３－２－２０TEL 03-3455-6006

http://oakhp02.chottu.net

１
２
年
特
別
号
・
３

職場新聞「あすなろ」はＯＫＩの職場新聞として１９８６年に発刊しました。「会」は「安心して人間らしく働ける職場」を願って創られました。

ＯＫＩデータは労働局の「推奨」指導に従え

今
こ
そ
、
Ｏ
Ｋ
Ｉ
グ
ル
ー
プ
企
業
理
念
の
実
践
を

世
界
に
貢
献
は
健
全
な
企
業
活
動
か
ら

労働局から『直接雇用を推奨」されていた！
法令遵守（コンプライアンス）で社会的責任を果たせ

沖電気の職場を明るくする会

【
電
機
・
情
報
ユ
ニ
オ
ン
】

電
機
・
情
報
産
業
で
は
た
ら
く
労
働
者
な

ら
一
人
で
も
入
れ
る
全
国
組
織
の
労
働
組
合
。

管
理
職
、
派
遣
社
員
、
契
約
社
員
な
ど
未
組

織
労
働
者
の
切
実
な
要
求
の
実
現
を
目
指
し

て
、
企
業
の
枠
を
超
え
て
２
０
１
１
年
９
月

１
８
日
に
結
成
さ
れ
た
。

東
京
都
港
区
三
田
３
ー
２
ー
２
０

℡
０
３
（
３
４
４
５
）
６
０
０
６

【
Ｏ
Ｋ
Ｉ
デ
ー
タ
】
Ｏ
Ｄ
Ｃ

沖
電
気
（
資
本
金
４
４
０
億
円
・
１
万
６

６
９
７
人
）
の
主
力
製
品
の
一
つ
プ
リ
ン
タ

事
業
会
社
。
資
本
金
１
９
０
億
円
（
沖
１
０

０
％
）
。
従
業
員
数
約
６
千
人
の
う
ち
国
外

が
約
８
割
（
約
２
０
社
）
を
占
め
る
。
単
独

で
は
約
８
０
０
人
。
売
上
高
１
２
５
０
億
円

で
沖
電
気
グ
ル
ー
プ
の
３
割
を
占
め
る
。

派
遣
社
員
Ｔ
さ
ん
の
Ｏ
Ｋ
Ｉ
デ
ー
タ

で
の
直
接
雇
用
を
求
め
る
闘
い

８
年
余
、
Ｏ
Ｋ
Ｉ
の
プ
リ
ン
タ
関
連
の
業

務
就
労
中
、
１
１
年
９
月
に
契
約
解
除
さ
れ

た
。
契
約
業
務
は
専
門
２
６
業
務
と
な
っ
て

い
た
が
、
実
際
は
、
子
会
社
・
請
負
社
員
な

ど
の
教
育
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン

ト
、
時
に
は
、
残
業
指
示
な
ど
任
さ
れ
る
な

ど
、
正
社
員
と
同
様
な
一
般
業
務
を
行
っ
て

い
た
。
一
般
業
務
の
雇
用
期
間
の
最
長
は
原

則
１
年
。
最
大
で
３
年
で
す
。
違
法
派
遣
を

群
馬
労
働
局
に
申
告
。
労
働
局
は
１
２
年
２

月
「
違
法
」
と
認
定
。
直
接
雇
用
の
推
奨
を

Ｏ
Ｋ
Ｉ
デ
ー
タ
に
行
う
が
、
雇
用
は
実
現
し

て
い
な
い
。
電
機
情
報
ユ
ニ
オ
ン
に
加
入
し
、

団
体
交
渉
で
の
早
期
解
決
を
求
め
て
い
る
。

申
告
し
た
違
反
内
容
は

認
定
さ
れ
た

（
下
表
）

行
政
指
導
に
従
え

現
在
の
派
遣
法
で
は
法

違
反
に
対
し
て
「
労
働
局

の
行
政
指
導
」
が
あ
っ
て

も
、
罰
せ
ら
れ
な
い
。
罰

則
が
な
い
か
ら
と
ほ
う
か

む
り
し
、
労
働
者
を
切
り

捨
て
る
「
ヤ
リ
得
」
が
許

さ
れ
て
い
い
わ
け
は
あ
り

ま
せ
ん
。

雇
用
期
間
違
反
は

直
接
雇
用
義
務

「
是
正
指
導
」
は
違
反
し

た
事
実
に
即
し
、
未
来
に

対
し
て
改
善
指
導
す
る
も

の
で
過
去
の
違
反
の
責
任

が
問
わ
れ
な
い
と
い
う
不

備
が
あ
り
ま
す
が
、
社
会

常
識
で
は
許
さ
れ
ま
せ
ん
。

企業理念
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労 働者派 遣事 業
文 書での指 導件 数

0

1 , 0 0 0

2 , 0 0 0

3 , 0 0 0

4 , 0 0 0

5 , 0 0 0

6 , 0 0 0

7 , 0 0 0

8 , 0 0 0

０ ４ 年 ０５ 年 ０ ６ 年 ０ ７年 ０８ 年 ０ ９ 年

労使は派遣など非正規を含む従業員の雇用・生活・健康を守るのが社会的責任ですー

正
規
が
減
り
、
ほ
ぼ
同
数

の
非
正
規
雇
用
が
増
加

正
規
雇
用
者
数
は
１
９
９

８
年
の
３
千
７
９
７
万
人
か

ら
２
０
１
１
年
３
月
に
は
、

３
千
１
３
５
万
人
と
な
り
ま

し
た
。
６
６
２
万
人
の
減
少

で
す
。
こ
の
間
、
ほ
ぼ
同
数

の
非
正
規
社
員
数
が
増
加
し

ま
し
た
。
労
働
者
派
遣
法
の

施
行
時
の
説
明
で
は
、
正
規

雇
用
の
代
替
は
禁
止
と
な
っ

て
い
ま
し
た
が
、
守
ら
れ
て

い
ま
せ
ん
。

年
収
２
０
０
万
以
下

一
千
万
人
が
５
年
連
続

働
き
口
が
不
安
定
な
非
正

規
雇
用
の
増
大
は
、
深
刻
な

低
賃
金
労
働
（
ワ
ー
キ
ン
グ

プ
ア
）
を
引
き
起
こ
し
て
い

ま
す
。
雇
用
・
賃
金
の
崩
壊

で
税
収
、
社
会
保
険
、
年
金
、

な
ど
全
て
の
日
本
の
仕
組
み

が
崩
壊
。

他
方
、
大
企
業
は
利
益
溜

め
込
み
（
内
部
留
保
金
）
を

過
去
１
０
年
間
で
１
０
０
兆

円
超
も
増
加
さ
せ
て
い
ま
す
。

◆
「
派
遣
切
り
」
の
多
発

を
防
ぐ
た
め
の
規
制
を

直
接
雇
用
が
原
則
だ
っ
た

雇
用
契
約
は
、
１
９
８
６
年

７
月
施
行
の
労
働
者
派
遣
法

に
よ
っ
て
間
接
雇
用
の
解
禁

が
開
始
さ
れ
た
。
当
時
の
対

象
業
務
は
１
３
業
務
だ
っ
た

が
、
徐
々
に
拡
大
し
て
い
っ

た
。
特
に
９
６
年
の
法
改
正

以
降
は
正
社
員
の
代
替
と
し

て
非
正
規
雇
用
が
増
加
し
た
。

そ
し
て
、
０
８
年
の
リ
ー

マ
ン
シ
ョ
ク
（
金
融
危
機
）

で
の
「
年
越
し
派
遣
村
」
で

派
遣
問
題
が
社
会
問
題
化
し

た
。
０
８
年
１
１
月
に
は
厚

生
労
働
省
職
業
安
定
局
長
が

雇
用
の
安
定
に
関
す
る
通
達

「
今
後
の
是
正
指
導
に
あ
た
っ

て
は
、
直
接
雇
用
を
推
奨
す

る
こ
と
」
を
発
し
た
。

◆
法
違
反
に
対
し
て
は
厳

し
い
指
導
を
す
る
＝
桝
添

厚
生
労
働
大
臣

０
９
年
６
月
参
議
院
厚
生

労
働
委
員
会
で
「
法
違
反
を

告
発
し
た
労
働
者
の
雇
用
確

保
が
さ
れ
な
い
の
で
は
、
雇

用
安
定
に
な
ら
な
い
」
の
質

問
に
大
臣
が
厳
し
い
指
導
を

す
る
と
回
答
。
し
か
し
、
是

正
の
法
改
正
は
さ
れ
ず
、
現

在
も
派
遣
法
違
反
の
雇
用
義

務
は
あ
い
ま
い
で
す
。

派
遣
事
業

違
反
等
の
指

導
は
増
加
（
厚
生
労
働
省
）

生
活
保
護
最
多

２
０
５
万
人

非
正
規
比
率
最
多

３
５
・
４
％

深
刻
な
雇
用
崩
壊

労
働
者
派
遣
法
も
原
因

（％）
（万人）

安定した雇用制度が崩壊 日本の社会体制も崩壊

違
法
派
遣
の
場
合
に
は
労
働
者
を
派
遣
先
が
雇
用
契
約

を
申
し
込
ん
だ
と
み
な
す
（
み
な
し
雇
用
）
を
法
制
化
し

て
、
違
法
派
遣
に
対
す
る
迅
速
・
的
確
な
対
処
が
必
要

労働者派遣法は「労働者の保護・雇用の安定」を目的にした改正を

だれもが 安心して働き 生活できる社会を


